
家庭的保育事業等変更届提出書類一覧
	変更する事項
	添付書類
	届出時期
	留意点

	施設名称★
	□家庭的保育事業等変更届出書　（様式第7-1号）

□理事会の議事録の写し　

□運営規程
	変更後一か月以内に提出
	

	施設位置★
	□家庭的保育事業等変更届出書　（様式第7-1号）
□住居表示変更通知書（住居表示変更の場合）

□運営規程


	
	・建替等により所在地が変更となる場合は、建物・設備変更届出が必要です。


	法人名称・位置★
	□家庭的保育事業等変更届出書　（様式第7-1号）
□登記事項証明書　

□施設一覧（参考様式）※
	
	・法人の名称変更とは、当該法人の「商号変更」のみを指します。

法人の合併・事業譲渡等により設置法人が別法人へ変更となる場合は、新たな認可申請が必要です。変更届では対応できません。

・運営規程の中に法人名称等が記載されている場合には、運営規程の変更も必要です。



	経営の責任者★
	□家庭的保育事業等変更届出書　（様式第7-2号）
□理事会の議事録の写し又は辞令等の写し

□経営者一覧表（別紙１）
□経営者履歴書（別紙２）

□児童福祉法第34条の15第３項第４号の規定に該当しない旨の誓約書（別紙７）

□施設一覧（参考様式）※
	　　　　

　　　　　

　

　

　

　

　

　あらかじめ届出


	

	管理者★
	□家庭的保育事業等変更届出書　（様式第7-2号）
□理事会の議事録の写し又は辞令等の写し

□管理者の履歴書（別紙４）
□（資格がある場合）保育士証等の資格者証（写）※


	
	

	建物★


	□家庭的保育事業等変更届出書　（様式第7-2号）
□家庭的保育事業・小規模保育事業の認可に係る記載事項（付表１）

□各室面積表(別紙５）

□最寄駅からの図

□施設全体の付近見取図

□配置図（屋外遊技場の範囲、面積記入）

□平面図（保育室名・面積・児童定員数記入）

□立面図

□土地の登記事項証明書※

□建物の登記事項証明書※

□建築確認申請書の第一面～第五面（写）※

□建物の検査済証（写）
□防火対象物使用開始（変更）届出書（写）

□無償の貸与又は使用許可を受ける事を証明する書面（写）又は

賃貸借契約（不動産の貸与を受ける場合のみ必要）※

□建築確認担当課との協議事項（参考様式１）※

□消防署との協議事項（参考様式２）※
	
	・保育・こども園課と事前協議必要。

	変更する事項
	添付書類
	届出時期
	留意点

	設備（用途変更含む）★

（乳児室・ほふく室・医務室・調理室・便所・遊戯室・屋外遊技場）
	□家庭的保育事業等変更届出書　（様式第7-2号）
□家庭的保育事業・小規模保育事業の認可に係る記載事項（付表１）
□各室面積表 (別紙５）

□配置図（屋外遊技場の範囲、面積記入）※

□平面図（保育室名・面積・児童定員数記入）※

●敷地を拡充する場合、以下もご提出ください。

□土地の登記事項証明書※

□無償の貸与又は使用許可を受ける事を証明する書面（写）又は

賃貸借契約（不動産の貸与を受ける場合のみ必要）※
●敷地外屋外遊技場を継続的に使用する場合は、以下もご提出ください。

□家庭的保育事業等変更届出書　（様式第7-2号）
□家庭的保育事業・小規模保育事業の認可に係る記載事項（付表１）
□各室面積表（別紙６）

□配置図（屋外遊技場の範囲、面積記入）

□同一敷地外の屋外遊技場の利用について（別紙８）
□施設全体の付近見取図

（保育所から敷地外屋外遊技場が含まれているもの）


	　

　　　

　

　あらかじめ提出


	・保育・こども園課と事前協議必要。

・家庭的保育事業・小規模保育事業の認可に係る記載事項（付表１）及び各室面積表（別紙６）については、屋外遊技場のみの記載が可能。

	運営規程★
	□家庭的保育事業等変更届出書　（様式第7-2号）
□家庭的保育事業・小規模保育事業の認可に係る記載事項（付表１）

□運営規程

●職員の職種、員数及び職務の内容を変更される場合は、以下も添付してください。

□職員体制計画書（別紙３）

□保育士証等の資格者証（写）

□配置職員ローテーション表（時間ごとの職員配置が分かるもの）

□【職員配置基準に非常勤職員を含む場合】常勤換算した計算内容が分かる書類（別紙３－２）

●定員が変更となる場合は、以下もご提出ください。
□家庭的保育事業・小規模保育事業の認可に係る記載事項（付表１）

□各室面積表（別紙５）

□職員名簿（別紙３）

□保育士証等の資格者証（写）

□配置職員ローテーション表（時間ごとの職員配置が分かるもの）

□【職員配置基準に非常勤職員を含む場合】常勤換算した計算内容が分かる書類（別紙３－２）

□平面図（保育室名・面積・児童定員数記入）
●調理業務委託の内容が変更となる場合は、以下もご提出ください。

□調理業務委託契約書（写）
●連携施設が変更となる場合は、以下もご提出ください。
□家庭的保育事業等の連携施設承諾書（別紙６）
	
	・職員の職種、員数及び職務の内容があった場合でも、その度の届出は不要です。他の変更届出時に併せて届け出てください。但し、基準を満たさなくなる場合は、この限りではありません。

・保育・こども園課と事前協議必要。
・以前、提出された方の資格者証について、省略可能。



	廃止・休止
	□家庭的保育事業等（廃止・休止）申請書（様式第４号）

□設置認可書（原本）（廃止のみ）

□理事会の議事録の写し

□財産の処分方法（廃止のみ）
□利用乳幼児の処置方法（廃止・休止の場合とも）

□引継ぎ確認書（写）又は贈与契約書（写）

□財産目録

□備品台帳


	
	・保育・こども園課と事前協議必要。

・法人の合併・事業譲渡等により設置法人が別法人へ変更となる場合は、前法人から廃止届の提出が必要となり、新法人については、新たな認可申請が必要です。


注1：※の項目については必要に応じて、提出を求める場合があります。

注２：★の項目については、特定教育・保育施設の確認変更にかかる書類を、保育・こども園課へ提出する必要があります。

